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日本医療労働組合連合会　　　
中央執行委員長　中野　千香子
介護従事者の処遇改善を求める要請書
患者・利用者・地域住民のいのちと健康、暮らしを支え、職員の処遇改善のために、日夜ご尽力されていることに敬意を表します。

さて、日本医労連は、安全・安心の医療・介護を提供するためにも働く者の賃金・労働条件の大幅な改善が必要であると考えています。しかし、２月６日の介護給付費分科会では次期介護報酬に関する政府の省令改定案が答申され、2.27％のマイナス改定が示されています。この改定率は処遇改善や認知症・中重度者に対応する加算分を含めた数字となっており、それを除けば4.48％もの大幅なマイナス改定であることを示しています。一方で、介護職の処遇改善については、これまでの介護職員処遇改善加算に加えて新たな評価を加える、平均1.2万円の引き上げを図るとしています。しかし、基本報酬の大幅の引き下げが提示されているうえに、介護職員への限定的な処遇改善策であることなどから、処遇改善の取り組みに消極的な姿勢が示されるのではないかとの懸念が広がっています。しかし、今回の介護報酬のマイナス改定を理由に、介護従事者の処遇改善について取り組みを停滞あるいは後退させることで収支の調整を図ってしまえば、政府の思惑に嵌ってしまうだけでなく、介護の人材離れを促進することにもつながりかねません。このことは、全国老人福祉施設協会も2月13日に行った記者会見の中で明確に述べています。

　日本医労連は、大幅なマイナス改定には断固反対の立場で取り組みをすすめてきており、今後も経営者や介護に関係する諸団体と共闘してたたかいを前進させたいと考えております。同時に、介護職員をはじめとする介護現場で働く労働者の処遇改善も、安全・安心の介護を実現していくうえで前進させなければならないと考えております。介護従事者の処遇改善を確実にすすめ、給付抑制・負担増の介護保険改悪の流れを阻止して行くためにも、以下の項目について積極的に受け止められ、努力されるよう要請します。
記
１．あらたな「処遇改善加算」も活用し、積極的に介護従事者の処遇改善を図ること。
２．正規職員の非正規への置き換え、人員配置の削減など人件費の抑制は行わないこと。
以上

